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研究成果の概要（和文）：

知識産業に特徴的な組織形態であるプロジェクト型組織が、知識創造に果たす役割について定
量的な分析を行った。先端材料分野、コンテンツ分野などといった知識産業の主要な分野を対
象とし、書誌情報・特許情報・アライアンス情報といった多様な情報源からプロジェクト型組
織を特定し、組織間のコラボレーション・組織内でのコラボレーションの構造を導出した。統
計的手法によって検討した、結果ソーシャルキャピタルがイノベーションシステムに与える効
果や、知識労働者の特性によるパフォーマンスの差異について洞察を得た。

研究成果の概要（英文）：
The project-based organization is a form of organization characteristic to the knowledge
industry. The main purpose of this research is by conducting quantitative analysis focused
on the role of project-based organization in knowledge economy, figure out how
social-topological characteristics contributes to the progress of knowledge creation. Picking
several area of knowledge industry, including advanced material field and the contents
field, the existence of project-based organization is empirically detected. By using
collaboration information including bibliographic information, patent information, and
alliance information, I discovered the internal and external structure of those
organizations. Applying statistical methodologies, the role of social capital in innovation
system, and determinants of performance by type of intellectual worker are suggested.
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１．研究開始当初の背景
ポスト工業化社会において、知識産業の重

要性が高まってきている（Drucker, P. F.,

The Age of Discontinuity, 1968）。知識産業
においては、プロダクトは「知識」であるた
め、製造装置に対する投資を強化しても産出
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量を高めることができない。むしろ、このよ
うな産業では、創造の主体である組織の構成
員の能力を高め、組織構造をイノベーション
を生み続けられるようダイナミックに変化
させていくことが重要な課題となる（R.
Nelson and S. Winter, “An Evolutionary
Theory of Economic Change”,1982）。特に
近年、急速な経済活動におけるグローバライ
ゼーションの進展による制度変化が進んだ
ことで、組織の境界は以前とくらべて不明確
になってきた。ライセンシング、アライアン
ス、ジョイントベンチャーなどのような形で、
異なる組織同士が共働するケースは少なく
ない。高い価値を持つ知識を先んじて獲得す
ることが組織の存続を決定する現在、組織の
境界を超えた知識創造に積極的でない組織
は、存続できない公算が高い。
このような知識産業に特徴的な組織形態

として、プロジェクト型組織が挙げられる。
プロジェクト型組織では、ミッションに応じ
て構成されたグループが、プロジェクトの完
成を経て解散する（M. Hobday, 1997）。この
ような活動は、企業における製品開発の事例
で も 見 ら れ て き た が （ Dyer and
Nobeoka(2000)におけるトヨタ・系列企業の
事例など）、従来は取引関係や地理的近接性
などといった制度環境を要因として異組織
間の接合がおこなわれていたのに対し、グロ
ーバライゼーションが進んだ現在では、それ
らの制約が解かれ、より広範な対象を視野に
いれた関係構築が求められるようになって
きた点に大きな違いがある。特に、研究開発
の進んだ先鋭的領域においては、単一組織に
よる研究開発では不確実性に由来する研究
資源面での限界があるため（W. Powell, et. al
(1996)ではバイオ分野について同問題を議論
している）、ジョイントベンチャーなどの形
でプロジェクト型組織を利用するケースが
多い。
しかしながら、現時点ではプロジェクト型

組織が知識創造に果たす役割についての研
究は、定性的な水準に留まり、少数のケース
が知られているのみである。この役割を、よ
り広範な対象について議論し、知識創出を加
速していくことは実用上も重要な意味を持
つ。応募者は、これまでサイエンス型産業に
おける組織間コラボレーションと、それが研
究開発に果たす効果について研究を行って
きた。バイオやナノテクなどのような科学技
術と産業の先端領域がオーバーラップする
分野では、大学や公的機関におけるスターサ
イエンティストとのコラボレーションが重
要な意味を持つ場合が多い。また、単にスタ
ーサイエンティストと連携すれば良いので
はなく、Academic Entrepreneur（起業活動
に熱心な大学研究者）などといった、現実の
アプリケーションを視野にいれた研究者と

連携することで、実践的な知識獲得がおこな
われることが判明した。（Silvia Rita Sedita,
Yasunori Baba, Naohiro Shichijo, "How Do
Collaborations with Universities Affect
Firms’ Innovative Performance The Role
of “Star Consulting Scientists” in the
Advanced Materials Field", Strategic
Management Society, 28th Annual
International Conference）右掲の論文では、
論文書誌データと特許データを用いて組織
間の連携に係る情報を抽出している。その結
果、組織間のコラボレーションを情報として
獲得できただけでなく、組織内でのコラボレ
ーションの構造についての情報も獲得でき
た。

２．研究の目的
研究者レベルで構築したコラボレーショ

ンネットワーク（特定組織に所属する研究者
に加え、それら研究者とコラボレーションを
行う他組織の研究者を含む）によれば、企業
内における研究開発チーム（これはまさにプ
ロジェクト型組織である）のトポロジーは企
業ごとに大きく異なることが判明した。定性
的には、比較的研究開発が進んでいる企業に
おいては、研究者の機能分化が発達し、複雑
なネットワークになっているのに対して、比
較的研究開発が遅れている企業においては、
疎なネットワークになっていることが多か
った。このことから、より詳細にコラボレー
ションネットワークとその機能を分析する
ことによって、組織の知的生産や組織能力の
獲得などといった側面について、メカニズム
を明確化できる可能性が高いと考えるに至
った。

なお、プロジェクト型組織については、
Sussex 大の Mike Hobday による研究や、
Bonn 大の Gernot Grabher による研究が知
られている。前者は high cost, complex
products and systems (CoPS)として定義さ
れた先端技術領域における研究開発の事例
を定性的に分類しており、後者はより一般的
な知識産業に関してネットワークや組織学
習の概念を使いつつ分析しているものの、理
論的分析が主である。このように、本提案が
目標とする定量的かつ包括的な分析はまだ
行われていないのが現状である。

３．研究の方法
最初に、プロジェクト型組織が多用されて

いる代表的な技術領域をいくつか規定し、そ
の分野での研究開発の全体（プロジェクト型
組織や、コラボレーション以外の研究開発も
含んだ全研究開発）を把握できるデータを獲
得する。
企業間のアライアンスに関しては、日本企

業については日本経済新聞のニュースデー



タベース、外国企業については Lexis-Nexis
Academic などから報道記事を抽出し、定型化
を行う。
また、サイエンス型産業については、特許

（日本特許については PATOLIS-J を利用、外
国特許については PATSTAT を利用）、論文（国
内論文については、JST による JDreamII、外
国論文については Thomson Scientific 社の
Web of Science などを利用）の書誌情報を獲
得し、企業単位、研究開発単位での研究デー
タを取得する。
コンテンツ産業については、外国について

は ProQuest 社の AFI データベース、国内に
ついては文化庁の映画データベース、GAGA ク
ロスメディアによる映画データベースなど
を用いてデータを獲得する。
得られたデータは、目視によって精度を高

めた上で、組織の特徴の導出、ネットワーク
的指標の導出が行われ、統計的な手法によっ
て、プロジェクト型組織の特性がパフォーマ
ンスに与える影響、プロジェクト型組織によ
って構成される分野全体の構造が、イノベー
ションに対して与える影響等について分析
を行う。

４．研究成果
サイエンス型産業の代表例として、先端材

料分野である光触媒分野を分析した結果か
らは、科学研究者を Stokes による Quadrant
ModelによってPasteur型研究者(基礎研究と
しての水準が高く、同時に目的志向型研究の
水準も高い研究者)、Bohr 型研究者（基礎研
究の水準が高いものの、目的志向型の研究を
行っていない研究者）、Edison 型研究者（目
的志向型の研究を行っているものの、基礎研
究の水準が高くない研究者）に分類すると、
Pasteur 型研究者の方が、被引用数による評
価で、突出した科学成果を生み出しているこ
とが判明した。しかし、研究の量的側面につ
いては、平均的には Bohr 型研究者の方が、
Pasteur 型研究者よりも平均被引用数が高い
ことが判明した。研究者のタイプごとの被引
用パターンを分析すると、Bohr 型研究者が執
筆した論文は、比較的狭い学術コミュニティ
の中で繰り返し評価された結果、被引用数が
増加するのに対し、Pasteur 型研究者の論文
は、より広い研究領域に知識が拡散している
ことが判明した。このように、研究者の特性
を Quadrant Model を用いて捜査化したとい
う点、さらにパフォーマンスのミクロレベル
での要因について分析を進めたという点に、
新規性がある。

また、コンテンツ産業を対象とした分析で
は、映画産業に従事する実務者（プロデュー
サー、監督、撮影監督、美術監督などのコア
スタッフ）の共同制作関係をネットワークデ
ータとして導出し、国際共同制作が映画製作

者のソーシャルキャピタル形成に与える影
響と、ソーシャルキャピタルが成果物である
映像作品のパフォーマンスに与える影響に
ついて考察した。考察の結果、国際共同制作
は映画製作者のソーシャルキャピタル向上
に寄与するということ、ソーシャルキャピタ
ルが高い映画製作者と共同制作することに
より、パフォーマンスが向上することが判明
した。
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